様式集

別記
第１号様式（第４条関係）
　　年　　月　　日
    岐阜県知事  様
住      所
名      称
代表者氏名                            
新事業分野開拓事業者認定事業申請書
次のとおり標記事業の認定を受けたいので、岐阜県新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱第４条の規定により申請します。
記
　　　申請区分：　新商品　　・　　新役務

　　　　　　　　（※該当するいずれかを○で囲んで下さい）


提出書類

１．実施計画書：別紙のとおり

２．その他添付資料：①会社定款



    　②最近２営業期間の営業報告書又は事業報告書



    　③最近２営業期間の貸借対照表及び損益計算書



    　④新商品等に関する資料（パンフレット等）
（注）この様式の用紙のサイズはＡ４とする。

別紙
実施計画書
１　企業等の概要
	（フリガナ）
企業等名
	

	
	

	（フリガナ）
代表者名
	

	
	

	事業所所在地
	〒

	
	

	ホームページ
	

	連絡担当者
	部署名
	

	
	役職名
	

	
	氏名
	

	
	TEL
	　　　　（　　）

	
	FAX
	　　　　（　　）

	
	E-MAIL
	

	事業内容
	（１）主たる事業
（２）主たる商品等名
※詳細な説明は、パンフレット等の添付に代えてもかまいません。

	資本金
	                  万円

	従業員数
	                    人


２　新商品等の内容
	（フリガナ）
名　　称
	

	
	

	新商品等の
販売開始時期
	

	新商品等の概要
	

	※200字以内で簡潔に記載してください。この内容は公開用に使用します。


	新商品等の特性（新規性、独創性等）
	

	※新商品等のパンフレット、写真、図面等を添付してください。また、試験データがあれば必ず添付してください。

※新商品等が技術の高度化若しくは経営の効率の向上、住民生活の利便の増進にどのように寄与するのか具体的に記載してください。

※既存の商品等（自社製品含む）と比較し、その新規性、独創性、優位性等について具体的に記載してください。


	販売価格
（税込）
	(a)単価
	

	
	単位
	

	
	(b)ロット
	

	
	(a)×(b)
	

	維持管理費
	※新商品等を導入した側が、維持するために必要な経費を記載してください。
（例：〇〇円／年）


	公的支援制度の利用状況
	

	新商品等に係る
知的財産権の
取得状況
(出願中を含む)
	種類・番号・出願又は登録年月日・名称など

	
	※他社の権利を侵害していないことの調査状況を記載してください。

	新商品等に係る
法令・準拠状況
	


３  新商品の生産等の目標及び実施方法
	生産等目標
	月産        （単位）

	納期
	約            日

	生産等形態
	□自社生産（提供）

□その他（                                        ）
※該当するものにを入れてください。

	生産等体制
	生産等の規模
	

	
	※生産（提供）に携わる人数、生産（提供）量／月を記載すること。


	
	生産等場所（方法）
	

	
	※生産工場名及び所在地又は提供方法。複数あれば、すべて記載のこと。



４  新商品の生産等に必要な資金の額及びその調達方法
  １）必要な資金の額（内訳）                                          単位：千円
	区分
	前年度まで
	当年度
	次年度
	合計

	（例）
設備資金
運転資金
その他経費
	
	
	
	

	         合    計
	
	
	
	


  ２）調達方法                                                        単位：千円
	区分
	前年度まで
	当年度
	次年度
	合計
	備考

	（例）
自己資金
借入資金
補助金
	
	
	
	
	

	         合    計
	
	
	
	
	


１．補助金を活用した場合には、具体の補助制度について備考欄に記載してください。
２．政府系金融機関からの融資がある場合は、機関名を全て備考欄に記載してください。
３．金融機関から融資がある場合で、信用保証協会からの付保があるときは、その旨備考欄に記載してください。
５　県の機関における使途の提案
	（１）想定される分野

	  □県全般      □福祉分野    □環境分野    □農林分野    □水産分野
  □商工分野    □土木分野    □その他（　　         　　　　　　　）


	（２）具体的な使用例

	※県の機関において使途が見込まれることが申請の要件です。

※県の機関（本庁、現地機関、福祉施設、県立図書館、県立博物館、試験研究機関、県立学校、県警本部等）における使途の例をできるだけ詳しく提案してください。県の庁舎における使用と、県の事業（公共事業、福祉事業等）における使用のどちらでもかまいません。
※新商品等と代替が可能と思われる従来の商品等が公的機関で実際に使われている（提供されている）事例があれば併せて記入してください。


	（３）期待できる効果

	


記入スペースが足りない場合は、別紙を添付してください。
６　応募する新商品等の実績
	（１）応募する新商品等に係る過去の売上高と主な販売先

	年度
	単価（円）
	数量
	売上（円）
	販　売　先

	前々年度
	
	
	
	

	前年度
	
	
	
	

	今年度
（応募月まで）
	
	
	
	

	（２）これまでの販売戦略、販売方法

	

	（３）これまでの活用事例

	・新商品等が従来品等に代替して利用されている事例があれば記入してください。



第２号様式（第７条関係）
第    号
    年    月    日
○○○○○○○○○  様
岐阜県知事               
新事業分野開拓事業者認定事業認定通知書
      年    月    日付けで申請のあった新事業分野開拓事業者認定事業の認定については、岐阜県新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱第７条第１項の規定により、認定することとしたので、同条第２項の規定により通知します。
記
　新商品等名
　認定有効期限
第３号様式（第７条関係）
第    号
    年    月    日
○○○○○○○○○  様
岐阜県知事                 
新事業分野開拓事業者認定事業不認定通知書
      年    月    日付けで申請のあった新事業分野開拓事業者認定事業の認定については、岐阜県新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱第７条第１項の規定により、不認定とすることとしたので、同条第２項の規定により通知します。
　不認定とした理由：
第４号様式（第８条関係）
新事業分野開拓事業者認定事業新商品等台帳
	認定番号
	
	認定年月日
	    年    月    日

	満了年月日
	    年  ３月３１日

	（フリガナ）
会社名
	

	
	

	（フリガナ）
代表者名
	

	
	

	連絡先
	TEL               FAX               e-mail

	（フリガナ）
新商品等の名称
	

	
	

	新商品等の概要
	


第５号様式（第９条関係）
    年    月    日
    岐阜県知事    様
住      所
名      称
代表者氏名                            
新事業分野開拓事業者認定事業変更承認申請書
       年    月    日付け第    号で新事業分野開拓事業者認定事業の認定を受けた実施計画を変更したいので、岐阜県新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱第９条の規定により申請します。
記

１  変更理由

２  変更内容  別紙実施計画書のとおり
第６号様式（第１０条関係）
    年    月    日
○○○○○○○○○  様
岐阜県知事                
新事業分野開拓事業者認定事業認定取消通知書
       年    月    日付け第    号で通知した新事業分野開拓事業者認定について、岐阜県新事業分野開拓事業者認定事業実施要綱第１０条の規定により、これを取り消すこととしたので、同条第２項の規定により通知します。
記

取り消し理由：

